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地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

施設名

境町 水道事業 ―

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

現行の経営体制・手法を解体する事は、拡大・拡張場面では優位性があるものの、主軸である給水収益が不確定性を伴
う人口増減に依存するものであるため 、新たに発生する時間、労力、コスト、更には、その後の運営リスクの方が高いと考
えているため、今は潤沢な資金を効率良く使い、今となっては過大すぎる施設のコンパクト化や、浄水と県からの受水量の
適切な配分量を模索するなどの自助努力によって利益を生み出すことが効果的であると考えているため。しかし、茨城県
内で広域化が進む中で、広域化が必要になる状況に備え、参加を見据えた検討を継続している。

●

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続

施設名

境町 下水道事業 公共下水道

取組事項 （下水道事業）広域化等

●

実施済
汚水処理施設の

統廃合

年 月 日

処理場廃止あり 処理場廃止なし

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

百万円(年)

検討中 ●

農業集落排水施設の流域下水
道への接続や維持管理に係る
業務の共同発注について検討
中。

農業集落排水施設や管渠等の老朽化による維持管理費用の
増加等の問題を抱えている。
農業集落排水区域を流域に統合する案を長期に位置付けてい
るが、具体的な方向性については引き続き検討する。

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

団体名 業種名 事業名

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続

施設名

境町 下水道事業 農業集落排水施設

取組事項 （下水道事業）広域化等

●

実施済
汚水処理施設の

統廃合

年 月 日

処理場廃止あり 処理場廃止なし

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

百万円(年)

検討中 ●
農業集落排水の流域下水道へ
の接続や維持管理に係る業務
の共同発注について検討中。

農業集落排水施設や管渠等の老朽化による維持管理費用の
増加等の問題を抱えている。
農業集落排水区域を流域に統合する案を長期に位置付けてい
るが、具体的な方向性については引き続き検討する。

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


